
事業 概要

線

成

事務事業

度

安 敦史 担当者 真 知苑

開始 度

作成日 日

事務事業

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

自衛隊活動協力事業

所属
部門

総務課 総務係 課長

人件費計

間

人

自衛隊法 自治体 自衛隊 募集事務 一部を担 Ｈ 度 広報誌 自衛官募集記事を５回掲
載し
 

自衛隊協力会 い 役員会 総会 激励会を 回開催し ま 自衛隊及び各協力団体 主催す
関連事業 対す 協力会役員 出欠 い 事務局 し 調整を図

成 度 行わ い 民 地 け 陸 自衛隊 空 降 訓練 際し 各機関
連絡調整を図 い 成 ５ 度 成 度 い 本 空 降 訓練 行わ

改革 改善実施 方向性 現状維持

自衛隊協力会 財源 自主運営化 成 度 行わ い 協力会事務局 いま 役場 所管し
会員 高齢化 事務局機能 完全自主化 現時点 困難 あ 会員 若返 会員 増加 重点を置
い 提案 自立 支援 必要 あ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択し 理

施策

総合
計
体系

根拠
法令

自衛隊第 条 施行令 ～ 条

政策

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

長 副 長秘書事務

所属
部門

総務課 総務 課長名

人件費計

間

人

.

長及び副 長 公務日程調整
長及び副 長へ 来庁者応対

改革 改善実施 方向性 業務改善

部管理事項 整理
調整済 公務予定等 つい ツへ迅 理事者 ケ ュ ルへ掲載し 各課 い 理事者対応行事

る日程調整事務を効率的 進める う 努め いる
理事者出席 る行事 参加報告及び挨拶文 つい 各担当部署 作成する う す
未調整行事対応 つい 過去 経過等を確認し 短時間 理事者 判断を仰げる う準備する

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

地方自治法第 条 第 条

政策名

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

安定した行財政運営 行政サ ビ の推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

政策名

民 主役 った自治 基 くまち く基本目標

間

人

十勝管 の 村 村 組織さ 村長 会員 っ い
村行財政 関す 諸般の事項を研究協議す も 関係行政機関並び 村相互の緊密 連携を図 地

方自治の振興発展 寄与す こ を目的 し 村の行財政事務諸般の調査研究 事務の連絡調整 地方自治の
振興発展 寄与す 調査研究 村職員の教養並び 福利厚生 関す 諸般事項 管 職員の研修会 採用統一
試験の実施 を行っ い

改革 改善実施の方向性 現状維持

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

十勝 村会参 事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成

事務事業

度

安 敦史 担当者 赤塚 春菜

開始 度

作成日 日

事務事業

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度 ら

北方領土復帰 進期成 盟参 事業

所属
部門

総務課 総務 課長

人件費計

間

人

.

わ 国固 領土 ある北方領土 祖国復帰に い 国民世論 啓発 結集を る もに わ 国 正し
い主張を広く国民世論に え も 正義 友愛を基調 し 和的に北方領土 祖国復帰を 進するこ を目的
に る経費 一部を 担金 し 支出し いる

支援活動 し 北方領土返還に向けた署 啓発活動を実施し いる

改革 改善実施 方向性 現状維持

－

単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策

総合
計
体系

根拠
法令

－

政策

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

安定した行 政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

－

政策名

民 主役 た自治 基 くまち く基本目標

間

人

.

十勝管 政治 経済 文化 発展 資 た 国 外 情報を的確 敏 会員 提供 会員相
互 親睦を こ を目的 し 経費 一部を 担金 し 支出し い

会合等 理事者を問わ 広く職員を派遣し 益 情報収集

改革 改善実施 方向性 現状維持

－

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

十勝政経懇話会参 事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

安定 た行 政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択 た理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

－

政策名

民 主役 た自治 基 くまち く基本目標

間

人

.

外情勢 関 情報 収集 調査 分析を行い こ 基 い 一般国民 時局 関 知識 向上 理解
増進を図 こ を目的 経済界 各界 指導者層 講演活動 を通 外情勢を的確 伝え また 会員
相互 意思疎通を図 こ を目的 係 経費 一部を 担金 支出 い

  会合等 理事者を問わ 広く職員を派遣 益 情報収集 め

改革 改善実施 方向性 現状維持

－

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

外情勢調査会参 事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標

,

.

, ,

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 △ ,

市街地 会連合会 新 祝う 民 新 顔合わ 場
実施 いた 連合会 事業 置 難い 理

実施 中 たた 成 度 主催 実施 い 日
事 日 実施 民 新 祝う 参加者 士 新
交流 場 い

総合
計
体系

新 交礼会開催事業

施策

民 主役 た地域 く

法 根

地域活動 推進

基本目標

政策

民 主役 た自治 基 く ち く

事業期間

予算 事業

度

目

線
総務課 総務係

日

所属
部門

事務事業 新 交礼会開催事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

安 敦史課長

予算
科目

会計区 款 項

称

出席者 人

度
度

作成日 成

開始 度 成
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

真 知苑

－

単

人民人口

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

地域活動 参加 い 民 割合 ％

度

.

目標

度

△ ,
,

,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,

,,

, ,

民 士 交流

一般 民

目標目標
度度

予算 目標単 度

民主体 ち く 進

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

称

民 参加割合

.

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

提供 飲食物 中 牛乳 チ パン い 企業 商品 使
用 参会者 満足度 高 組 い

帯広市 新 交礼会 飲食物 提供 や た H 管
村 新 交礼会 提供物 い 調査 行 た 新 交礼会 開

催 い 全 村 飲食物 提供 あ た

新 祝う 民や 企業及び各種団体 新
挨拶 行う機会 提供 た

市街地 会連合会 実施 や た 成
度 主催 い

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

. .％

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

市街地 会連合会 事業実施 行わ く た経過 踏 え 今後 対応 必要 あ

必要最小限 経費 十 成果 い

事業費 相当 成果 い 思わ

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

最 限 実費相当 会費 賄 い た 適 あ いえ

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

新 交礼会開催事業

 .改革 改善 期待成果

総務係

維持 ○

過去 実施 た調査 結果や参加者 志向等 確認 提供物 い 随時検討 行う

削減

向

コ ト

増加

業務改善

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

民 方々 企業 各種団体 方々 新 交流 場 い た 事業 休 た場合 影響 あ 類似 事業 無い 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

度

組

度

降

組

毎 課題 反省 い 検証 次 度 いく

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

食品 提供 中 食糧費 削減及び準備 係 時間 短縮 可能 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

投
入

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員 事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務

改革 改善案 概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法

開 記念日 関す 条例
芽室 績 栄誉をたたえ 条例策名

基本目標

間

人

.

戸長役場 置 初 行 所在地 た明治 月 日を 芽室 開 記念日 定 日 開拓先
人 偉業 感謝を 発展を期す た 記念式典を挙行し い 成 度 隔

開催し いた 成 度 毎 開催 い
会場 来賓を招 民 集い 一定基準 績 あ た方を各分 事前審査し 表彰し い 成 度

主 健康プラ を会場 行 いた 成 度 芽室 中央公民館 式 開催を行 い
参 者 減少 新た 組 し 芽室 を振 返 ＤＶＤ 映を 成 度 行 い

改革 改善実施 方向性 業務改善

成 度 長 実施し た健康プラ 芽室 中央公民館 会場を移した
会場を移した 課題等 い 改善を行 いく あ
芽室 を振 返 ＤＶＤ 映 好評 あ 今後 続 いく し 民参 を す手法 い
随時検討を行う あ
毎 月 日 開催し い 日開催 出席者 減 や 今 度 い 選挙 時期 可

能性 あ た 開催時期 変更を検討
 昨 度 式典 地域 献賞 賞者 名中 名 理 名 出席 あ た 会場 歩や車 向 う

困難 式典中歩行し 表彰場所 歩く 出来 い 長時間着席し い 難しい
参 後 向 理 し 出欠確認 電話 際 賞者 挙 い

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

開 記念式典開催事業

所属
部門

総務課 総務 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 真 知苑

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

,

回

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

審査委員 応募 少 委員 依頼 い状況 あ被表 者 表 容 い 審査 必要 解さ

成果指標

. .

 . 事務事業 開始 背景  .事務事業 巻 状況 今後 予測 う変わ う

％ .
成果指標

審査委員会 審査 行う 表 基準 公 性 担保

一般 民 被表 者 審査委員会委員

目標目標
度度

予算 目標単 度

被表 者 満足度 高 民 活躍 献い い
い 民 知 う 対 興味関心 高

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

回

称

審査回数

,

, ,

事務事業 び各指標 変更

,
,

,,

.

目標

度

,

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

称

関連アンケ ト 回答割合 ％

度

人一般 民

単

人審査委員会委員

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

諮問件数 被表 者 件

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

赤塚 春菜

芽室 績 栄誉 え 条例

所属
部門

事務事業 被表 者審査委員会運営事業

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

安 敦史課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
総務課 総務

日

芽室 績 栄誉 え 条例 基 績 顕著 者 対 芽室
開 記念式 表 あ 長 諮問 応 被表 者 審査

行う

総合
計
体系

開 記念式 開催事業

回委員会開催回数

施策

民 主役 地域

法 根

民参 進

基本目標

政策

民 主役 自治 基

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

,  

 

 人工数 業務量

活動指標 回
件

人件費計

,
人

対象指標 人



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 響 あ 理  響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 今後 度 降 計

度

降

組

表 対象者 漏 い う 関 各所 連携 今後 的 行う

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

現在 テ 用い対象者 抽出 限 毎 様 業務量 時間 想定さ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

廃 表 公 性 担保 困難 条例 基 事業 他事業 統合
い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業

○

維持

テ 地域 献賞 齢 歳 居 候補者 抽出 転出入 繰 返
い 対象者 い 居 要件 満 い 抽出 い事態 生 い

テ 防 手立 現在 い 本人や 人 指摘 う 調査
該当者 表 表 漏 防い 経緯 あ う 点 注意 今後 事
務 進 必要 あ 考え

表 基準 満 い 関 課 び関 団体 申請 い い等 理 表
さ 度 表 さ い い方 何人 い 表 漏 無い う 周知等 徹底

い

削減

向

コ ト

増

業務改善

 .改革 改善 期待成果

総務

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

外 運営 い

審査委員 数 条例 定 い 数 公 性 維持 ふさわ い定数 考え
大 縮小 い

一定要件 該当 案件 審査 い 転出入 繰 返 い 民 テ 抽出さ い
関 者 未申請 表 漏 無い う周知等 徹底 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

※反映さ 体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

被表 者審査委員会運営事業



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 手段 事業 概要

 意図 事業 対象 う し い

 結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

  人

 人工数 業務

活動指標 人
人

人件費計

人
対象指標 人

 

,, ,
 

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入

 職員従事人数

 一 般  源 ,

芽室 表 事務 扱規程 芽室 職員表 規定 基 く表 事 該当
者 表

総合
計
体系

表 事務

人表 件数 職員

施策名

民 主役 地域 く

法 根

民参 進

基本目標

政策名

民 主役 自治 基 く く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
総務課 総務

日

所属
部門

事務事業名 表 事務

成 事務事業マネ ント ト 
事務事業

性格

安 敦史課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

表 件数 民 人

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返事業

一般

 活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

真 知苑

芽室 表 事務 扱規程 芽室 職員表 規定

人職員 日現在

単

人一般 民

 対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

く 関連 ンケ ト 回答割合 ％

度
目標

度

,
,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,,

被表 者 満足度 高 各 一層 活躍

申 表 事 該当者

人

％ランテ 活動 参 し 民 割合

目標目標
度度

予算 目標単 度

被表 者 満足度 高 民 活躍 し く 献い い
い 民 知 う く 対 興味関心 高

◇総事業費 指標等 推移

 成果指標 意図 成度合 表 指標

地域文化活動 参 者数

％

名 称

地域活動 参 し い 民 割合

 事務事業 開始し 背景

％

 事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ う

％
成果指標

 

  感謝状 作成 い 毛筆 筆耕 し 現在筆耕 依頼し い
ニ ワ クセンタ 筆耕料 H 度 H 度 値

行 毛筆 , 件⇒ , 件⇒ , 件
叙勲 関し 潜在候補者数 増 し い 賞者数 限 あ

賞 至 い い候補者 多い

  叙勲者 対 績 え 高 私 寄附者 対
感謝 意 表 芽室 表 事務 扱規程

顕著 績や他 模範 し 推薦 値 実績や善
行 あ 職員 表 芽室 職員表 規定

成果指標

 対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

％

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 響 あ 理  響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

本 献し 人 対 表 あ

職員 表 し 勤続 表 退職時 表 あ 全国 村会 勤続 表 H
度 降 廃 職員 チベ ョン維持 向 表 縮小

得策 い 考え

民活動 参 者意欲 向 さ 活動 活発化さ う 各種事業主催者 周知活動 情報提供
方法 改善

維持

改革 改善実施 方向性 改革 改善案 概要 現状 想定さ 課 や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット 広聴制度
 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

※反映さ 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

成果 向 余地

表 事務

 改革 改善 期待成果

総務

○

維持

潜在候補者名簿 改善 図 叙勲 申や振興局 調査 対応 時間 削減 図

削減

向

コ ト

増

業務改善

民等 意見 要望

関 必要性

所属部門事務事業名

事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
し 場合 支障 あ

廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

表 事務 廃 し 場合 高 寄付者 地域 献活動者 叙勲 章者 対し 感謝 意 表さ
い いう 被表 者 対し 少 響 出 思わ 芽室 表 事務 扱規程 芽室
職員表 規定 基 く事業 統合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

度

組

度

降

組

叙勲等表 漏 い う確認 努 課 見直し次 度 降

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

成 度 度 筆耕料 値 し 事業費 削減 行う 困難 あ 思わ

業務時間 い 極端 業務 多い事業 い 削減 困難

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度 ら

特別職報酬等審議会運営事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

  芽室 特別職報酬等審議会条例に基 長 議会議員 長 副 長 教育長の報酬や給料の額に関 る条
例を提出 る場合 長の諮問に応 額に い 審議 意見を答申 る

改革 改善実施の方向性 現状維持

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択 た理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

芽室 特別職報酬等審議会条例

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

安定した行財政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

政策名

民 主役 た自治 基 くまち く基本目標

間

人

正職員 補完的役割 し 臨時的任用職員 任免 び採用後 各種保険等 手続を行う業務 あ
具体的 次 業務を行 い

採用方針策定 募集要項作成 試験日程調整 試験実施準備 試験実施
採否決定 任用決定 辞令書 辞令書交付 辞令書配布 研修会開催

改革 改善実施 方向性 業務改善

人材確保 困難 職種 い 新た 任用制度 い 検討し いく必要 あ
成 度 会計 度任用職員制度 開始さ ため 準用 向けた整理 必要 あ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

臨時職員採用事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 前 一樹

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 ｏ   現 や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う い

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

人

, ,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.

職員採用 近 若 層 齢構成 考慮 新規採用 進
職者 齢構成 ゆ 少 解消 い 状況 あ

成 度 新 雇用 金 接続 再任用職員制度 入 う
人材 効 活用 組織 新陳 謝 新規採用 進

業務量 応 必要最 限 優秀 人材確保 努

職員 退職者補充 職員採用
雇用 金 接続 再任用職員

部管理業務 一環 実施 人事異動発

成果指標
 

.
 . .

判明

 . 事務事業 開始 背景

％

％

 .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ う

％
成果指標

優秀 人材 確保 再任用 雇用 金 接続及び 術経験 伝
発 対象者 対 確 発 行 実施

採用希望者 再任用希望者
異動対象者 昇給 昇格者 退職者及び被処 者

人

％誤発 者 割合

人

目標目標
度度

予算 目標単 度

○優秀 人材 新 採用 職場 活性化 図
必要 職員数 確保 民サ ビ 維持向 図

○再任用職員 いう人材 生 職場 活性化 長 術 経験
伝 行う 効果的 行政運営 結び
○職員 部署 い 能力 発揮 効果的
効率的 行政運営 実現

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

再任用職員数

人

称

新規採用者数

,

, , , ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,, ,

.

目標

度

,

単

発 対象者

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

行革大綱実施計 評価 外部 組 割合 ％

無

称
第 期総合計 後期実施計 施策評価 外部 評価施策割合 ％

度

人再任用希望者数

単

職員数 人

人採用試験 験者数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

称

採用希望者数 人

度
度

作成日 成

開始 度 昭和
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

橋本 岳

－

所属
部門

事務事業 人事管理事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

安 敦史課長

予算
科目

会計区 款 項

事業期間

予算 事業

度

目

線
総務課 総務係

日

定員管理 業務量等 く職員採用事務
異動 昇給 昇格等 く職員 任免事務

総合
計
体系

人事管理事業

人再任用希望者数

施策

安定 行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

効果的 効率的 行政運営

本目標

政策

民 主役 自治 く ち く

訳 実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

 
 

 
 

 人工数 業務量

活動指標 人
人

人件費計

人
人

対象指標 人
人

 人



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮 改革改善案  大 縮 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 改革案 今後 度 降 計

度

降

組

再任用制度 運用 新規職員 採用 時 進 課題 洗い出 優秀 人材確保 努

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

度 採用数や試験回数 異 固定経費 い 必要最 限 事務効率 あ
人件費 縮 努 い い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い

度

組

他 類似 事業 く 廃 休 いう観 い類 事業 あ

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮
余地

対象 意図 広 逆 狭
い

. 民等 意見 要望

. 関与 必要性

所属部門事務事業

○

維持

度 再任用職員 任期付 職員 採用 実施 状況 確認 来 度 降 採用
参考
術職員 一般事務職 採用 あ 優秀 人材確保 新 試験 入等 検討 い

く
削減

向

コ ト

増加

業務改善

 .改革 改善 期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

必然的 行う 事業 あ

採用希望者 再任用希望者 発 対象者 大 縮 当事業目的 い

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ット イ 広聴制度
 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

※反映さ 具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

人事管理事業



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

－

政策名

基本目標

間

人

.

芽室 宛 に送 た文書及び荷物を 付し 各担当へ配布す 事務 郵便につい 主に臨時職員 郵便
局に に行 そ 後臨時職員 職員 各課 棚へ 分けす 特殊郵便につい 文書管理簿に記載し担当者
に け に来 も う 郵便 発送につい も 臨時職員 主に対応す

改革 改善実施 方向性 現状維持

成 度 臨時職員に け 発送をし も うこ に 経費 節減 図 た

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

文書収 配布事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト +

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

安定した行財政運営 行政サ ビ の推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

芽室 職員提案規程 

政策名

民 主役 た自治 基 く ち く基本目標

間

人

.

職員提案規定 基 実施

改革 改善実施の方向性 現状維持

職員の積極的 提案 理解を得 ため 業務改善の機運を高め 取 組 や見直しを図 活力あ 組織 く
結び け

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度の性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

職員提案制度事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

－

政策名

基本目標

間

人

.

 地方公務員法第 条に基づく職員組合 の協議 交渉 予備交渉 団体交渉
　交渉の申し入れ→予備交渉→団体交渉

改革 改善実施の方向性 現状維持

－

　訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

労働条件調整事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 　敦史 担当者名 側瀬　美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

委員会及び公職者名簿管理事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

各種法令及び条例規則等に基 い 委嘱する公職者に い その経歴等を一元的に管理 整理し いるもの
ある

改革 改善実施の方向性 現状維持

－

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

－

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

芽室 親交会運営事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

芽室 にあ 官公営及び公益事業団体 長 若しく 要職 立場 あ 人を 構成し い
各職域 経営 運営 問題に い 発展 意見交換 に け 諸問題に い 話し合い 見聞や親睦を深

会 経費 会費を 賄い 会費 し い
度当初に総会 例会を四半期毎程度に開催す

 

改革 改善実施 方向性 現状維持現状維持

会議 開催回数を 成 度 月 回を見直し 回程度にし 形骸化した組織 所期 目的 あ 会員相
互 連携 場 し 再確認を図 た

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

－

政策名

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タ コ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

安定した行財政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法

－

政策名

民 主役 った自治 基 くまち く基 目標

間

人

.

人材育成基 方針 基 職員 資質向 等を目的 実施し い 人事考課制度
人事考課運用方針 基 目標管理設定 人事考課を実施し 管理職 あっ 成 度試行を経 成
度 格実施し い

地方公務員法改正 成 月 人事考課導入 義務付け 一般職へ 格導入 行わ た

改革 改善実施 方向性 業務改善

成 ８ ４月 人事考課を全職員 適用 主任職 次考課者を係長職 次考課者を課長職 し
い

能力考課を昇給 際 判断材料 し 業績考課 期 勤勉手当 際 判断材料 す
職員 人 希望す 研修及び業務を提出す こ 考課者 人事考課 研修 ンクを図

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

人事考課制度実施事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

安定した行財政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法

－

政策名

民 主役 った自治 基 くまち く基本目標

間

人

.

人材育成基本方針 基 職員 資質向 等を目的 実施し い 制度
芽室 管理職人事考課運用方針 基 目標管理設定を実施し 管理職 あっ 成 度試行を経 成

度 本実施した
係長 主査職 成 度 主任職 成 度 試行し 現在 全職員 実施し い

改革 改善実施 方向性 業務改善

目標管理を主体 し 考課 実施さ こ 他事例や国 動 を見極め 制度 完成度を高め い 職員
全体 浸透を っ いく

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

目標管理制度実施事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タ コ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

安定した行財政運営 行政サ ビ の推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法

－

政策名

民 主役 った自治 基 くまち く基本目標

間

人

.

成 度 地方公務員法第 条 勤務成績の評定 基 実施す 勤務評定 併せ 職員の自己の立場を
明示させ 見地 自己申告書を導入した

後 回 月 実施し 人事管理上の参考資料 し 活用し い

改革 改善実施の方向性 業務改善

職員の意思 反映しやすい う 項目等を設定し 人事管理上の参考資料 し 活用し い
成 度 実施し い 新制度の人事考課 本人の希望 を考課者 の面談 取 入 研修や人事

考課 の ンクを進 いく し し 考課者 い こ 自己の希望を素直 提言 い職員 存在す 恐
あ こ 現在の制度を運用し 人事考課の運用を含 検討す

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

自己申告制度実施事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員 事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

基幹産業の農業 対す 支援の強化

簡易 トを
選択した理

担い手育成 農業支援施策

総合
計画
体系

根拠
法令

－

政策

豊か 自然を生かした活力あ 農業のまち く基本目標

間

人

.

地域社会の発展 寄与し得 農業人の育成 を学校教育目標 掲 校 対し 教育目標 賛 し か 地元
か 通学す 生 もい か 教育振興費の補助金を支出す もの

改革 改善実施の方向性 現状維持

農業振興 いう立場か 現状維持 す

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度か

更別農業高等学校教育振興会支援事業

所属
部門

総務課 総務係 課長
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者 前 一樹

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度 ら

公 委員会事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

地方公務員法第 条 基 く公 委員会事務
勤務条件 関す 不服申し立 審査
不利益処分 関す 不服申し立 審査
そ 他職員団体関係 事務

改革 改善実施 方向性 現状維持

広域 公 委員会 設置 動 あ 現実的 話し合い 場 未 設けら い い

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択し 理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

地方公務員法

政策名

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度までの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度か

選挙管理委員会運営事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

地方自治法第 条に基づき選挙管理委員会を設置し 選挙人名簿の定時 録 抹消及び選挙時の 録等を行
う

また 各種選挙執行にあた 諸告示 選挙の運営 投 開票管理や適正実施に向け意識啓 等の実施を行う

改革 改善実施の方向性 現状維持

－

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

地方自治法

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法

公職選挙法

政策名

基本目標

間

人

  国 道 各種選挙執行事務全般

成 度 選挙執行
日 参議院議員通常選挙

改革 改善実施の方向性 業務改善

々投票率 下 い 状況を少し 抑え 方策 い 検討し いく
選挙権 齢 １８歳 引 下 少子高齢化の進 未来 生 いく世 あ 現在 また 未

来の日本の在 方を決 政治 関与し うた 多くの 権者 投票す う取組を行う

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
昭和 度

選挙執行事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根
法令

－

政策名

基本目標

間

人

.

臨時職員の各種保険制度の 充のため 労働環境改善団体 対する 担金の支払 臨時職員 各種委員会委員
の公務災害 備えるための 担金を支払い 事故等 対する補償のための事務を担っ います

改革 改善実施の方向性 現状維持

引き続き必要 補償等を受けるため 行うべき事務を適正 行う

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

労働環境安定組織参画事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 前 一樹

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇ 務 業 目的 効果
 .手段 業 概要

 .意図 業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇ 務 業 環境変化

 ％

 人工数 業務量

活動指標 人
人

人件費計

人
人

対象指標 人
人

   

 
 

 

訳 実績
度

業費計 , ,

実績
度

業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従 人数

 一 般  源 , ,

職員 健康診断 定期的 行う 一部健診 市 村職員共済組合
共 実施 い 容 一般健診 全職員 総合健診 いわゆ

人間 ッ 歳 毎 ～ 歳 隔 い
た近 増加 い メンタ ヘ 支援的措置 心 健康

安 抱く職員や 家族 心配 く相談 専門的窓口 設
置 い ほ チ ッ 実施 自 心 健康把握
い

総合
計
体系

職員健康管理 業

人総合健診対象者

施策

法 根

基本目標

政策

業期間

予算 業

度

目

線
総務課 総務

日

所属
部門

務 業 職員健康管理 業

成 務 業マネ メン  
務 業
性格

安 敦史課長

予算
科目

会計 款 項

称

一般定期健診対象者 人

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返 業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者
線番号

赤塚 春菜

労働安全衛生法

人総合健診対象者

単

臨時職員数 人

人一般定期健診対象者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

称

単

臨時職員数

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

長期 日 病休発症者 人数 人

無

称

次健診等 対象割合 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

務 業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

健康診断 診率 一層高 職員 健康維持 図
メンタ ヘ ア 支援処置 適 言 早期
健康状態 回復 役立 た 必要 応 職場 連携 図

改善等 言

職員 臨時職員 含 全 及び 調者 家族

％

人心 保健室相談人数

人

目標目標
度度

予算 目標単 度

職員 健康増進 図 公務能率 向 結び

◇総 業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

総合健診 診率

％

称

一般定期健診 診率

 . 務 業 開始 た背景

人

人

 . 務 業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％
成果指標

 

 

 

生活習慣病 増加 始 健診 あ 方 病原 特定 予防 療 視点
変わ 今後 様 傾向 推移 考え

心 健康 安 抱く職員 今後 増え いく う 社会情勢 あ 成
人 業所 メンタ ヘ チ ッ 義務付 さ

た

法 施行 伴い 地方自治体 健康診断 義務化さ
後 共済組合 成 総合健診 実施等健診 業

進化 た
  近 増加 た心 健康 安 抱く職員や 家族

心配 く相談 専門的窓口 設置
適 言 早期 発見 回復 目指

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

％

, ,

人

タ コ ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

務 業 税金
投入 行わ ば

い

地方公務員法や労働安全衛生法 定 雇用主 義務 あ

現状 水準 法 要件 満た 適 規模 あ

職員 健康管理 対 意識 高 ％ 診 可能 あ

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 務 業 対 民
 ッ イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

公立芽室病院 総合健診 診者割合 増や 未 診者 解消 図 健診結果 占 要
再検査者 割合 答弁 い

※反映さ た具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

職員健康管理 業

 .改革 改善 期待成果

総務

○

維持

健康診断
職員 対 健診 診 い 啓発 い 安全衛生委員会 活用 強化
組 診率 ％ 目指

成果指標 次健診等 対象割合 要再検査者 将来的 減 試 若 層 血
液検査 実施 若い 自 健康状態 知 後 生活 生 自

健康
メンタ ヘ

チ ッ 実施 職員個々 自身 心 状態 把握 た職場 職員全体
メンタ ヘ 傾向 把握 職員 心 健康増進

削減

向

コ

増加

業務改善

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門務 業

. 業費 タ コ
削減余地

成果 業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

務 業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似 業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

療費 増加 伴う短期共済 担金増 傷病 職員 士気 組織 業務遂行 大
影響 あ 類似 業 いた 統合 い

務 業 成果指標 さ
伸ば

総務課

度

組

度

降

組

健康診断
診率 ％ 向 た 組

若 層 血液検査結果 析 引 要再検査者 割合 減 た 組
共済組合や福祉協会 成 業 積極的 活用 各種健診等 通 職員 健康増進

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

要再検査等 対象職員 把握 追加検査 診 いく

診 調整 始 職員 健康管理全般 ア ソ ン 考え 市 村共済 関
い 無理 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 前 一樹

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度 ら

臨時職員保険等事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

臨時職員や嘱託職員の雇用保険 社会保険に対し 事業主 行うべ 手続を実施する

改革 改善実施の方向性 現状維持

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 赤塚 春菜

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度までの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度 ら

職員共済関係事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

北海道市 村共済組合 北海道市 村退職手当組合 北海道市 村職員福祉協会への掛金 担金の支払を
始め の団体 担う福利厚生等の事業 関す 一切の事務です

改革 改善実施の方向性 現状維持

引 続 適正 事務 努め

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択し 理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

の他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度までの性格
毎 繰返事業

事務事業 ネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度 ら

職員親睦団体 土曜会 運営事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

  地方公務員法に定 る職員の福利厚生や元気回復を行うた 職員自ら 組織する 芽室 役場土曜会 の事務
を担う のです

改革 改善実施の方向性 業務改善

  会員の意見を参考に 各種親睦事業の開催や事業の改善を行い 会員間のコ ュニケ ョンを図る

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

地方公務員法

政策名

基本目標

改革 改善案の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う たい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
人

人件費計

人
対象指標

.

訳 実績
度

事業費計 , ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 , ,

  市 職員研修 ンタ 市 中央研修所 アカ 日本経営協会
主催 研修会 参加調整 旅費 支給等 行う 参加者
成果 報告 い た 講師 招 様々 研修会 機会 設

ほ 実習や体験等 研修 行 い

総合
計
体系

職員研修事業

施策名

安定 た行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

効果的 効率的 行政運営

基本目標

政策名

民 主役 た自治 基 く ち く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
総務課 総務

日

所属
部門

事務事業名 職員研修事業

成 事務事業 ネ メン  
事務事業

性格

安 敦史課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

研修会 参加実績 人

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

側瀬 美和

地方公務員法

単

人役場 職員数

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

サ ビ 満足度 ％

度

.

目標

度

, ,
, ,

, ,

, , ,

事務事業及び各指標 変更

, ,
, ,

, ,, ,

, ,

全 職員 研修 機会 え 能力 向 開発 資
た ＯＪＴ機能 充実 た 部研修 講師育成 図 ゆ

く

職員

目標目標
度度

予算 目標単 度

職員 基礎的 行政執行力 確保及び政策形成能力 向 図 行
政 対 満足度 あ

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

％

名 称

サ ビ 満足度

.

 . 事務事業 開始 た背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

％ .
成果指標

.

管 市 広域研修 実施 派遣研修 減 検討地方公務員法第３９条 揚 研修機会 提供

成果指標

 .対象 何 対象 い ～人 公共施設 自然資源

. .％

, ,

人

タ コ ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入 行わ ば

い

地方公務員法 定 あ 責務 あ

芽室 職員 限定 い た

容 工夫 研修 講 体制 土壌 く 研修意欲

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対 民
 ッ イ 広聴制度
 た 議会や関 者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

※反映さ た具体案 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

職員研修事業

 .改革 改善 期待成果

業務改善

総務

○

維持

研修 容や項目 い 随時見直 行い 人 育成基本方針 基 いた求 職員像
目指 研修 実施 目指

技術職員 基礎研修等 計 的 盛 込 若手職員 能力向 目指
職員 能力開発 人 育成 効果的 実施 た 人事考課 ンク 図 研修計 策定

削減

向

コ

増加

業務改善

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 タ コ
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
た場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

法 基 く事業 あ 廃 い 研修機会 損 職員 政策形成能力 招く

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

度

組

度

降

組

職員 身 く基礎的 研修 齢や経験 数 応 必要 能力開発 目標 た研修 実施 日常業務
可欠 コ ュニケ ョン能力や職員 ニ 適宜 入

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

人 育成基本方針及び職員研修計 沿 た最 限 経費計 努 い

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者 橋本 岳

開始 度

作成日 日

事務事業

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ ント ト
簡易 ト

事業期間
明 度か

職員給 支払事務

所属
部門

総務課 総務係 課長

人件費計

間

人

.

職員 給 各種手当 支出や各種控除 実施 また市 村職員共済組合へ 担金 支出を実施 い ま
た給 統計 かか 事務全般等 給 関 業務全般を実施

改革 改善実施 方向性 現状維持

給 構造改革を 給 表や各種手当 度重 改正等 制度 複雑化 い 状況 あ
各改正 容を テ 適用させ 業務を 滑 処理 き う テ 運用を行う 業務マニュアル
等 係 チェック体制をさ 整え いく

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択 た理

施策

総合
計
体系

根拠
法令

職員 給 関 条例及び 施行規則

政策

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般 源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

政策名

基本目標

間

人

退職を迎え 職員及び退職後 職員 一定期間 市 村共済組合 あ い 財 市 村福祉協会 関わ
す た そ 業務を担う必要 あ 市 村共済組合 関係 主 金 関す 事務を行っ い

改革 改善実施 方向性 現状維持

引 適正 事務 執行 努

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度

退職者福利厚生事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 赤塚 春菜

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 赤塚 春菜

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マネ ント ト
簡易 ト

事業期間
明 度

所得税源泉関係事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

職員給 手当 各種委員 嘱託員等 報酬 賃金 所得税 源泉を行い 税務署 毎月納付す ほ 調
整 必要 者 つい そ 事務を行う

改革 改善実施 方向性 現状維持

会計事務所やコンピュ タ テ 会社等へ 一部ア トソ ン 考え 給 全体 係 処理もあ
所得税 取 扱う 限界 あ

事務確認 つい 係全体 チ ッ を行うこ 必要 あ 担当者 外 職員 つい も事務 容を把握し
チ ッ 体制を整え け ば い

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法

政策名

基 目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 赤塚 春菜

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

安全衛生管理委員会事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

雇用者 被雇用者 組織する委員会 労働環境 整備 改善 向上を目指し 安全 働ける職場環境を確保する
こ を目的 する

改革 改善実施 方向性 業務改善

定期的 安全衛生委員会開催
職場 執務環境つい 現状把握や職員から 要望をも 改善 きるも 改善を行う
メンタルヘル や健康管理 情報提供 場 し 活用する

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

政策名

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業の概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

その他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案の概要

簡易 ト
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

 地方公務員法第 条 条芽室 行政組織規則

政策名

基本目標

間

人

.

主管する各課からの議案に い 法令適用性 用語字句の修正 訂正 印 編さ 議員への送付及び職員へ
の配布 行う
地方自治法第 条第 項に基 く 議会招集告示 行う

改革 改善実施の方向性 業務改善

法 担当 ある行政管理係 業務分担 行い 業務の軽減に努める

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度まの性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

議会対応事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
不明 度から

行政相談活動協力事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

総務省 実施し いる 行政相談員 業務 つい 広報や委員紹介等 支援を実施し 行政相談業務 推進を
かる

成 度実施分から新た 事務事業 し 新設した

改革 改善実施 方向性 現状維持

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

政策名

基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



現状把握 部 Dｏ   現在や い
◇事務事業 目的 効果
 .手段 事業 概要

 .意図 事業 対象 う したい

 .結果 結果 結び付

◇事務事業 環境変化

 人工数 業務量

活動指標
回

人件費計

人
対象指標

,, ,

実績
度

事業費計 ,

実績
度

事
業
費

 地  方  債
 国 支出金

 他 使用料等
投
入
量  職員従事人数

 一 般  源 ,

固定資産台帳登録 告示 日 納税通知書 交付 た日後 日
文書 服審査 申出 あ た場合 服申立 容 審

査し 日 審査 決定 し 決定 日 申出者及び 長 通
知

成 度 固定資産税 納税義務者 服審査 申出 無く 申
出 い 報告 委員会 １回開催

総合
計
体系

固定資産評価審査委員会運営事業

施策名

安定した行 政運営 行政サ ビ 推進

法 根

健全 政運営

基本目標

政策名

民 主役 た自治 基 く ち く

事業期間

予算 事業名

度

目

線
総務課 総務係

日

所属
部門

事務事業名 固定資産評価審査委員会運営事業

成 事務事業マネ メント ト 
事務事業

性格

安 敦史課長名

予算
科目

会計区 款 項

名 称

委員会 開催回数 回

度
度

作成日 成

開始 度 明
毎 繰返事業

一般

 .活動指標 手段や活動 容 表 指標
単

担当者名
線番号

側瀬 美和

地方税法

単

人固定資産税 納税義務者

 .対象指標 対象 大 さ 表 指標

名 称

単

目標
度

 . 成果指標 結果 成度 表 指標

単

無

名 称

訟件数 件

度

.

目標

度

,
,

, ,

事務事業及び各指標 変更

,
,

,,

固定資産税 決定 対し 納税義務者 異議 申立 体制 整備

固定資産税 納税義務者

目標目標
度度

予算 目標単 度

固定資産税 納税義務者 服 申し立 対し適 判断 行う

◇総事業費 指標等 推移

 .成果指標 意図 成度合 表 指標

件

名 称

服 申し立 件数

 . 事務事業 開始した背景  .事務事業 巻く状況 今後 予測 う変わ た う

件
成果指標

成 日付 総務事務次官 固定資産評価審査委員会 納
税者 固定資産 評価 異議 申立 行いや い う 評価賦課 担当

課 外 行う う十 留意 通知 あ 成 度
成 度 組織 機構検討委員会 行革本部会議 検討した結果 成
度 当委員会 運営 総務課 行う た

地方税法

成果指標

 .対象 何 対象 し い ～人 公共施設 自然資源

件

,

人

ト タルコ ト ＋

間
人
件
費

.



◇ 民等 意見 要望  民 声 う反映さ た ト 段 改善 改革 概要 明記

 意見 あ 具体例  特定 意見 い

評価 部 ｅｅ   度実績 た評価
 必要性 あ 理  必要性 い 理

 大 縮小 改革改善案  大 縮小 い 理

 向 改革改善案  向 い 理

 廃 休 統廃合 影響 あ 理  影響 い 改革改善案

 削減 改革改善案  削減 い 理

 益 担 適 あ 理  益 担 適 い 改革改善案

改革 改善 部 Plan   記 民等 意見 要望や評価結果 た改革案 今後 度 降 計

効
率
性
評
価

公

性
評
価

. 益 担 適 化余地

事務事業 税金
投入し 行わ ば

い

地方税法 設置 義務付 い

地方税法 定 た 固定資産税 納税義務者 異議 申し立 体制 整備 あ 変更
い

長部局 規程資産税課税者 外務組織 事務 移 当委員会 中立 立場 あ
明確 適 公 価格 決定 納税者 保障さ

維持

改革 改善実施 方向性 .改革 改善案 概要 現状 想定さ 課題や解決策 あ 場合 合わ 記入

 事務事業 対し 民
 ット イ 広聴制度
 た 議会や関係者 意
 見 要望 寄 い

目
的
妥
当
性
評
価

※反映さ た具体案 ト 段 改善 改革 概要 明記

効
性
評
価

.成果 向 余地

固定資産評価審査委員会運営事業

 .改革 改善 期待成果

総務係

○

維持

中立 公 性 考え 当委員会事務局 総務課 外部組織 移管 い 検討

削減

向

コ ト

増加

業務改善

. 民等 意見 要望

. 関 必要性

所属部門事務事業名

.事業費 ト タルコ ト
削減余地

成果 事業費 業務
時間 縮減 手段 方策

い

事務事業 廃 休 統廃合
した場合 支障 あ

.廃 休 類似事業
統廃合余地

成
果

.対象 意図 大 縮小
余地

対象 意図 広 た 逆 狭
た い

服申し立 窓口 閉鎖 地方税法 保障さ た納税者 権利 阻害
地方税法 義務付 い 委員会 あ 統廃合 い

事務事業 成果指標 さ
伸ば

総務課

度

組

度

降

組

固定資産評価審査委員会 評価基準 価格 決定 う 義務 裁量 余地 い あ
価格 評価 均衡 維持さ い 大事 あ 今後 固定資産評価基準 忠実 従 評価 中立 公 性 保

※ 民等 意見 要望 対 検討結果

地方税法 委員 人数 規程さ 費用 委員報酬や費用弁償 あ 削減困難 あ た 隔
一度研修会 参加 機会 審査委員 必要 あ

提供 対象 提供
い 費用 担 適

い



事業 概要

線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 赤塚 春菜

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度性格
毎 繰返事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

芽室 総合教育会議運営事業

所属
部門

総務課 総務係 課長名

人件費計

間

人

.

地方教育行政 組織及び運営 関す 法 及び 芽室 総合教育会議設置要綱 基 芽室 総合教育
会議を運営す

改革 改善実施 方向性 業務改善

教育大綱 策定 向け 教育部局 教育委員会 教育課題を認識した上 組 立 流 共通認
識を図 議論 策定を進

今 幼稚園 認定こ 園 し 保育機能を備え新しい方向 フトす 保育 実施 自治体 責務 あ
総合的的 幼児教育 保育 そし 学校教育 連携を図っ いくこ 必要 あ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

安定した行財政運営 行政サ ビ 推進

簡易 トを
選択した理

効果的 効率的 行政運営施策名

総合
計
体系

根拠
法令

地方教育行政 組織及び運営 関す 法
芽室 総合教育会議設置要綱政策名

民 主役 った自治 基 く ち く基本目標

改革 改善案 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数

.
人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



事業 概要

投
入
量

国 道支出金

地方債

そ 他 使用料等

一般財源

事業費計

事
業
費

 正職員従事人数人
件
費

ト タルコ ト

 人工数 業務量

改革 改善案 概要

簡易 トを
選択した理

施策名

総合
計
体系

根拠
法令

農業委員会法

政策名

基本目標

間

人

成 ７ 法改正 農業委員 選出方法を 選挙制 市 村長 選任制 併用 市 村長 任命制
変更さ たこ 伴い 農業委員候補者 評価委員会開催事業を総務係 担っ い

改革 改善実施 方向性 現状維持

農業委員 任期 ため 毎 実施 基本 現在 改革 改善案 検討し い い
次回 選任 成 度 予定 あ

訳 単位
度

実績
度

実績
度

予算

人件費計

開始 度

作成日 日

事務事業名

成

度ま性格
単 度事業

事務事業マネ メント ト
簡易 ト

事業期間
成 度

農業委員任命事務

所属
部門

総務課 総務係 課長名
線

成 月

事務事業

度

安 敦史 担当者名 側瀬 美和

予算を伴わ い事業 政策体系 結びつ い事業

計上予算 負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務


